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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に取り付けられ、車室内を撮影する光照射システムであって、
　カメラ部と、
　前記カメラ部の撮影方向の領域に光を照射する第１の光照射手段および第２の光照射手
段と、
　を有し、
　前記第１の光照射手段は、前記光照射システムが前記車両に取り付けられた状態で前記
カメラ部のレンズよりも上下方向における上方に位置し、前記第２の光照射手段よりも遠
い領域に光を照射するようにし、
　前記第２の光照射手段は、前記光照射システムが前記車両に取り付けられた状態で前記
カメラ部のレンズよりも上下方向における下方に位置する
　光照射システム。
【請求項２】
　前記第１の光照射手段が前記車両に取り付けられた状態で前記車両の運転席と助手席の
間に目視される後部座席部を照射するようにした場合に、前記第２の光照射手段が前記車
両の前部座席側を照射する
　請求項１に記載の光照射システム。
【請求項３】
　前記第２の光照射手段は、前記第１の光照射手段よりも放射強度の小さな光を前記第１
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の光照射手段よりも広い範囲に照射する
　請求項１または２に記載の光照射システム。
【請求項４】
　前記第１の光照射手段および前記第２の光照射手段よりも前方に配置され、前記第１の
光照射手段および前記第２の光照射手段の光を透過させるカバーパネルを有し、
　前記カメラ部の前端は前記カバーパネルの前面から突出している
　請求項１から３のいずれか１項に記載の光照射システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、対象物を照らし出すために使用する光照射システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　対象物を照らし出すために使用される光照射システムを応用した機器として、例えば、
ドライブレコーダが挙げられる。ドライブレコーダにおいては車両内に設置されて主に車
両内の映像を記録する機種があり、これは例えば、交通事故が発生した際の車内の様子を
記録したり、通常の運転時において車両内の人の様子、例えばタクシーの乗客や運転手の
挙動を監視するために使用されることを念頭においている。このようなドライブレコーダ
の一例として特許文献１を示す。特許文献１のドライブレコーダでは車両内のルームミラ
ー近傍に車載用撮影ユニット１０を取り付け、前部座席から後部座席にかけての広い領域
を撮影して記録することが可能となっている。特許文献１で使用されるような電子カメラ
では受光素子（ＣＣＤ素子やＣＭＯＳ素子）の感度に限界があるため、夜間等暗い場所で
は光量が足らず必ずしも鮮明な撮像を得ることができない。そのため、車載用撮影ユニッ
ト１０には複数の赤外線ＬＥＤ１７が赤外線カメラ１５に隣接した位置に配置されて鮮明
な映像が撮影できるようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－２５３９８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１で例示するように従来技術では撮影に必要となる不足する光
量を補うために単純に赤外線を撮影対象物に照射するに過ぎなかった。例えば多くの赤外
線発光素子を設けたり、赤外線発光素子の放射強度を大きくして赤外線を照射すれば撮影
対象物は確かに明るくなるので鮮明な撮像が得られるわけであるが、多くの赤外線発光素
子を設けたり、無制限に明るくすることは消費電力も多くなり高コスト化を招来すること
になる。また、高負荷で使用することで赤外線ＬＥＤのような発光素子の寿命も短くなる
傾向となってしまう。更に、電源供給に制限があるためそもそも無制限に電力を消費でき
ないような環境で使用する場合もある。一方、撮影対象物はすべてが同じ明るさの赤外線
で照らし出されなければいけないわけではない。例えば、近方の対象物は遠方の対象物と
比べると相対的に放射強度が大きくなくとも距離が近い分だけ強度が小さくとも鮮明な撮
像が得られやすいはずである。そのため、遠方から近方にかけて撮影対象物を照明によっ
て照らし出す際に必要な範囲を適切な光量で効率的に照らし出す技術が求められていた。
尚、上記では赤外線を照射するドライブレコーダを例にとったが、人の眼では認識できな
い赤外線だけでなく可視光や紫外線を利用して対象物を照らし出す場合においても同様の
課題が生じる。また、可視光の照明であればカメラのような撮影手段は必ずしも必須要件
ではない。
　本発明は、上記諸問題を解消するためになされたものであり、その目的は、遠方から近
方にかけて効率的に照らし出すことができる光照射システムを提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するために、第１の手段として、第１の光照射手段と、第２の光照射手
段とを備え、前記第１の光照射手段は、前記第２の光照射手段よりも放射強度の大きな光
を狭い範囲に照射可能であり、前記第２の光照射手段は、前記第１の光照射手段よりも放
射強度の小さな光を広い範囲に照射可能とすることがよい。
　このような構成であると、遠方については放射強度の大きな光によって照らし出して遠
方の必要な領域をより明瞭に見ることができると同時に、近方の広い領域は相対的に放射
強度の小さな光を使用して広角度で照らし出して近方をより広範囲により明瞭に見ること
ができ、ユーザーは遠方から近方にかけての必要な範囲を同時に適切な明るさで認識する
ことができる。特に、第１の光照射手段と第２の光照射手段の照射強度と照射領域を視認
対象とその関係で適切に設定するとよく、このような構成によれば、無駄なく効率的に消
費電力を抑制しつつ、必要な範囲を視認可能とすることが可能となる。
　光照射システムは、それぞれ放射強度が順に大きくなりかつより狭い範囲を照射可能に
なる複数の光照射手段を組み合わせて構成するとよい。例えば、ｎ個の光照射手段を設け
、光照射手段Ａは最も放射強度の小さな光を最も広い範囲に照らすものとし、光照射手段
Ｂは光照射手段Ａよりも放射強度の大きな光をより狭い範囲に照らすものとし、光照射手
段Ｃは光照射手段Ｂよりも放射強度の大きな光をより狭い範囲に照らすものとし・・・、
光照射手段ｎは光照射手段ｎ－１よりも放射強度の大きな光をより狭い範囲に照らすもの
とするとよい。
　光照射システムに備える放射強度と照射範囲の異なる光照射手段の個数は、視認が必要
な領域の個数とするとよい。視認が必要な領域は、基準位置からの距離が段階的に異なる
位置とするとよい。段階的に異なる位置としては、例えば、所定値以上の差がある位置と
するとよい。特に基準位置からの距離に所定以上の差がある複数の異なる照射対象領域に
対応付けて光照射手段を設けるとよい。基準位置は例えばいずれかの光照射手段の位置と
するとよい。例えば、車両において、基準位置をルームミラーの近傍として後方車室内を
照らす場合、車両が前後２列のシートの車両であれば、運転席・助手席を照らす光照射手
段Ａと後部座席を照らす光照射手段Ｂとの２つの光照射手段を設けるとよい。また例えば
、車両の後部座席が前後２列あり合計３列のシートの車両であれば、運転席・助手席を照
らす光照射手段Ａとその後ろの第一の後部座席を照らす光照射手段Ｂとさらにその後ろの
第二の後部座席を照らす光照射手段Ｃの３つの光照射手段を設けるとよい。前後の座席の
間には、基準位置からの距離に所定値以上の差があり、このような場合に、本光照射シス
テムは、各列の座席にいる者を従来に比べより確実に照らし出すことができる。特に第１
の光照射手段から第ｎの光照射手段の照射範囲はそれぞれの列においてほぼ同一の幅に照
射範囲となるようにそれぞれの照射範囲を設定するとよい。このようにすれば車両におい
て各列を同様の幅で照らすことができる。但し、全ての光照射手段を運転席よりも前に設
置する場合には、各列における照射範囲の幅として第１の光照射手段の照射する照射範囲
の幅が第２以降の光照射手段の照射する幅よりも広い幅に設定するとよい。特に、運転者
の運転状況は例えば運転者のハンドル操作や足元付近などまで広く照らす一方、後部座席
の人はその顔などが照らされるようにするとよい。
【０００６】
　ここに、第１の光照射手段及び第２の光照射手段はそれぞれ単数であっても複数であっ
てもよい。数に制限がなければ最適な電力効率となるような設計が考えやすくなり、様々
な仕様の光デバイスに対応しやすくなる。また、第１の光照射手段及び第２の光照射手段
が同じ数あっても異なる数であってもよいが、特に同じ数であれば配置バランスがよくな
る。
　また、具体的な光照射手段としては、例えばＬＥＤ（発光ダイオード）や白熱灯である
。ＬＥＤであると同じ光量でＬＥＤではない例えば白熱灯に比べて消費電力が少なくなり
、例えば車両のようなバッテリー電源からの給電において無駄に電気を消費しないためよ
い。また、コンパクト化にも貢献するためユーザにとって例えば狭い車両内で機器を設置
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する場合に有利である。また、消費電力が少ないため電源部が発熱しにくくなり、特に他
の電子機器側の電源部から分岐して給電される場合には電力消費が多くなるため、このよ
うに消費電力が少ないＬＥＤを使用することがよい。
【０００７】
　第２の手段として、前記第１の光照射手段が照射する光は半値角±１０～３０度であり
、前記第２の光照射手段が照射する光は半値角±４５～６０度であることがよい。
　半値角とは光軸位置における光の放射強度が半分になる位置の角度であって、光の指向
性の尺度となるものである。半値角は光軸を基準として左右（つまり±方向）方向への角
度で示す。このような角度を持った光であるためユーザーにとって遠方から近方にかけて
の広い範囲を同時に妥当な明るさで認識することが可能となる。特に車内フロントガラス
付近に設けた光照射手段から光を照射する場合に、このような構成とすれば、運転席・助
手席側の人を広範囲に照らすことができるとともに、後部座席の人を明るく照らすことが
できる。
【０００８】
　第３の手段として、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段が照射する光は赤
外線領域を含み、当該赤外線を検出してその検出内容を人が認知可能な状態で出力する出
力手段を備えることがよい。
　このようにすれば、近方も遠方も必要な領域を夜間等にも人が認知可能となる。検出は
、例えば、センサ等で行うようにするとよく、特にマトリックス状に配置されたセンサを
用いるとよく、例えば、赤外線カメラを用いるとよい。出力は、例えば、検出強度が所定
以上か否かを判別して出力する構成としてもよいが、例えば、可視光に変換して出力する
とよい。出力は例えば音声等で行うようにしてもよいが、光で行うようにするとよい。
出力はリアルタイムで行うようにしてもよいが、特に記録しておき、後に記録した内容を
読みだして行うようにするとよい。例えば、検出は赤外線カメラで行い、出力はカメラの
映像として記録しておき、後に記録した映像をパソコン等のモニター上に再生して出力す
る構成とするとよい。
【０００９】
　第４の手段として、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段は互いに近傍に配
置されており、前記第１及び第２の光照射手段による照射方向は略同一方向であることが
よい。
　このようにすれば、第１の光照射手段による第１の照射領域の略中心部に第２の光照射
手段による第２の照射領域が形成されることになる。したがって、照射領域全体のうち、
中心部をより遠くまで視認できるとともに、近傍は周辺部を広く視認できる。
【００１０】
　第５の手段として、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段は車両前方位置か
ら車室内を照射するように設置可能であり、前記第１の光照射手段を車両内において運転
席から遠方となる後部座席をスポット的に照らし出す照射範囲及び照射強度とし、第２の
光照射手段を運転席や助手席を含む近傍を広角度で照らし出す照射範囲及び照射強度とす
ることがよい。
　このようにすれば、ユーザー（例えばタクシーの運転手やタクシー会社）は後部座席に
着座する人の顔周辺をしっかりと確認することが可能となるとともに、同時に前部座席に
着座する人（運転手と助手席に座る人）の様子全体もしっかりと確認することができる。
【００１１】
　第６の手段として、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段の前面には前記第
１の光照射手段及び前記第２の光照射手段から照射される赤外線の透過を許容するととも
に、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段を肉眼で視認させないようにするた
め可視光を吸収又は反射させるカバー体を配置することがよい。
　これによってユーザは直接第１及び第２の光照射手段を目視して確認することができ、
その位置に第１及び第２の光照射手段があることを意識することが少なくなる。また、第
三者に気づかれることもなくなるため、第三者からユーザーがその存在の指摘を受けると
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いう煩わしさも回避できる。特に、赤外線は透過でき、可視光を遮断するカバー体とする
とよい。
【００１２】
　第７の手段として、前記第１の光照射手段によって照射される領域と、前記第２の光照
射手段によって照射される領域と、を含む領域の少なくとも一部を撮影可能な撮影手段を
備えていることがよい。
　これによって、光を照射して照らし出された領域をユーザーは対象物が照射されている
位置とは異なる位置で確認したり、撮影した結果を記録することで後から確認することが
できる。撮影した映像は、例えばリアルタイムに表示するようにしてもよいが、特に録画
しておき録画した映像を後に再生して表示するようにするとよい。
【００１３】
　第８の手段として、前記撮影手段の撮影方向は前記第１の光照射手段及び前記第２の光
照射手段によって照射される光の照射方向であることがよい。
　これによって、撮影方向が第１及び第２の光照射手段によって照射された光によって照
らし出された対象物に対向することとなり、もっとも効率よく光の反射によって照らし出
された対象物を撮影できるため、ユーザーはよい条件の撮影映像を見ることができる。
　第９の手段として、前記第１及び第２の光照射手段は前記撮影手段の近傍にあり、前記
第１及び第２の光照射手段による光の照射方向と撮影手段による撮影方向は略同一方向で
あることがよい。
【００１４】
　第１０の手段として、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段が照射する光は
赤外線であって、前記撮影手段とともに前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段
は車両内に配置されることがよい。
　第１及び第２の光照射手段が照射する光は赤外線であるため、光を照射されていること
をユーザー、あるいは第三者に知られることがなく、薄暗い室内であってもあるいは夜間
であっても撮影映像として記録することができる。室内としては、例えば車両の室内とす
るとよい。車両の室内はその大きさが規定された範囲に収まっているためである。
【００１５】
　第１１の手段として、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段は前記撮影手段
が搭載されている筐体に搭載されることがよい。
　筐体単位で移動させたり設置したりできるため、ユーザーの設置の際の作業効率が向上
する。
　第１２の手段として、前記筐体は支持部材によって支持される構造であり、前記支持部
材を前記筐体の横幅よりも内側位置で前記筐体に連結させていることがよい。
　これによって、支持部材の外方への張り出し量が減り、コンパクト化が図られることと
なる。その結果、ユーザーが狭い例えば車両内に設置する際においても、設置場所に裕度
ができ、邪魔に感じにくくなる。また、支持部材の横幅よりも内側位置の位置となるため
、筐体あるいは筐体側の部材が幅広で大きく外方に張り出している場合に筐体を揺動させ
る際に支持部材との干渉が生じにくくなり、揺動量が多くなるためユーザーがある場所に
設置させた際に筐体の変位できる範囲に裕度ができて様々な方向に向けて光を照射させる
ことが可能となる。
　第１３の手段として、前記筐体は支持部材によって支持される構造であり、前記支持部
材を前記筐体の後方側に張り出した位置に連結させていることがよい。
　第１及び第２の光照射手段の照射位置がより前方に配置されるため、光が遠くまで届き
やすくなる。また、支持部材の位置が筐体から離間した後方に配置されるため、筐体ある
いは筐体側の部材が幅広で大きく外方に張り出している場合にその筐体を揺動させる際に
支持部材との干渉が生じにくくなり、揺動量が多くなるためユーザーがある場所に設置さ
せた際に筐体の変位できる範囲に裕度ができて様々な方向に向けて光を照射させることが
可能となる。
【００１６】
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　第１４の手段として、前記撮影手段の画角内に前記第１又は第２の光照射手段を配置さ
せないことがよい。
　これによってユーザーは不要な第１又は第２の光照射手段が映り込んだ撮影画像を見る
ことがなく、見たい対象物だけが写った画像だけを見ることができる。
　第１５の手段として、前記撮影手段のレンズ面よりも前方に前記第１又は第２の光照射
手段を配置させないことがよい。
　これによってユーザーは不要な第１又は第２の光照射手段が映り込んだ撮影画像を見る
ことがなく、見たい対象物だけが写った画像だけを見ることができる。
　第１６の手段として、前記第２の光照射手段が照射する光の半値角よりも前記撮影手段
の前記撮影手段の画角を大きくすることがよい。
　これによってユーザーは必ず光照射手段によって照射された範囲を見ることができ、せ
っかく照らし出された対象物が画像になっていないという不具合が生じることがない。
【００１７】
　第１７の手段として、撮影手段は前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段とと
もに前記カバー体で覆われていることがよい。
　これによってユーザは第１及び第２の光照射手段とともに撮影手段を直接目視すること
がなく、その位置に撮影手段、第１及び第２の光照射手段があることを意識することが少
なくなる。また、第三者に気づかれることもなくなるため、第三者からユーザーがその存
在の指摘を受けるという煩わしさも回避できる。特に撮影手段で撮影されているというこ
とは第三者には必ずしも好意的には解されないため、このようにカバー体で覆われてレン
ズ等が直接目視できないことはよい。
【００１８】
　第１８の手段として、光照射手段として、光照射手段Ｘより可視光を視認しやすい光照
射手段Ｙと、光照射手段Ｙより可視光を視認しにくい光照射手段Ｘとを備え、光照射手段
Ｙについて複数の光源から構成する場合、光源同士の間に撮影手段のレンズを挟まない構
成とするとよい。
このようにすれば、撮影手段の存在を認識されにくくすることができる。
　第１９の手段として、光照射手段として、光照射手段Ｘより可視光を視認しやすい光照
射手段Ｙと、光照射手段Ｙより可視光を視認しにくい光照射手段Ｘとを備え、光照射手段
Ｙについて複数の光源から構成する場合、光源同士を概ね水平に配置するとよい。
このようにすれば、斜めの位置に光るものが見えて、違和感があるという問題を解決でき
る。特に、光源同士を概ね水平かつレンズを挟まない位置に配置するとよい。特に第１の
光照射手段を光照射手段Ｙ、第２の光照射手段を光照射手段Ｘとするとよい。
【００１９】
　第２０の手段として、前記第１の光照射手段の数が複数である場合には前記第１の光照
射手段を前記撮影手段のレンズを斜めに挟む位置には配置しないことがよい。
　第１の光照射手段からの赤外線は第２の光照射手段からの赤外線よりも放射強度が大き
く、かつ赤外線の中に近赤外線が含まれている場合にはカバー体で覆われていても人の眼
に赤く認識される可能性があるため、第１の光照射手段の存在がわかってしまう場合があ
る。その場合に複数（例えば２つの）の第１の光照射手段が斜め位置に配置されていると
不安定な印象を与え、かついかにもその間に何かあるような印象を与えてしまう可能性が
ある。特に撮影手段で撮影されているということは第三者には必ずしも好意的には解され
ないため、そのような印象がないことがユーザーにとってよい。そのため、複数の第１の
光照射手段を配置する場合に撮影手段のレンズを斜めに挟む位置に配置させないようにす
ることで、第三者の疑いを受けにくくしている。
【００２０】
　第２１の手段として、前記撮影手段が撮影する対象者から前記撮影手段の存在を視認で
きる部位を隠す手段を備えることがよい。
　これによって、撮影手段が視認されにくくなるため、撮影されていることがわかりにく
できる。撮影手段の存在を視認できる部位としては、特に撮影手段のレンズとするとよい
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。視認する対象者としては、特に乗客とするとよい。
　第２２の手段として、前記隠す手段の少なくとも一部に車両内に存在する物を擬態する
部位を設けることがよい。
　このようにすれば、隠している不自然さが減少するため撮影手段が対象者からよりわか
りにくくなる。擬態する部位の擬態の態様としては、例えば車両のスピーカやエアコンの
吹き出し口やミラーなどとするとよいが、特に撮影手段の取り付け位置の近傍に存在する
物を擬態するとよい。例えば、ルームミラーの近傍に撮影手段を取り付ける場合には、擬
態する部位は、ミラーを擬態するとよい。
【００２１】
　第２３の手段として、前記擬態する部位は、人が見るための部位であることがよい。
　このようにすることで視線を集めてより撮影手段によって対象者の顔が撮影されやすく
できる。例えば、ルームミラーや化粧用ミラーであるとよい。
　第２４の手段として、前記車両内に存在する物はその方向が可変である物であり、前記
擬態する部位もその方向が可変であることがよい。
　このように構成すると、車両内において擬態する部位を様々な方向に変位させて乗車す
る者の使用に適した位置にセットすることができる。
　第２５の手段として、前記隠す手段の側は、前記撮影手段の側と着脱自在であることが
よい。
　これによって隠す手段を配設するには設置場所が狭い場合や、あえて使用する必要がな
い場合等では外すことも可能である。また、隠す手段の側の部材を、例えばオプション部
品として販売して、必要な人だけが購入して取り付けるようにすることができ、必要のな
い人は購入する必要がなくなる。
　第２６の手段として、撮影手段の撮影方向を変更する手段の固定力を前記隠す手段の方
向を変更する手段の固定力よりも強くすることがよい。
　これによって、一旦固定した撮影手段の撮影方向が、隠す手段を操作することで不用意
に動いてしまうという不具合が生じにくい。特に、隠す手段の方向は手で変更可能な固定
力であり、撮影方向を変更する手段は手で動かしても動きにくい例えばネジやクランプ等
による機械的な固定力とするとよい。
【００２２】
　第２７の手段として、前記撮影手段の少なくともレンズ前面には前記撮影手段の撮影機
能を阻害しにくく、かつ前記撮影手段を肉眼で視認させないようにするための第２のカバ
ー体を着脱可能に配置することがよい。
　これによって、第２のカバー体を撮影手段の前面に配置しても撮影が可能であり、撮影
手段の少なくともレンズが視認されないため、撮影されていることがわかりにくい。また
、着脱可能であるため第２のカバー体を配設するには車内が狭い場合や使用する必要がな
い場合等では外すことも可能である。「撮影機能を阻害しにくく」とは、例えば、第２の
カバー体が可視光を吸収又は反射させることで、撮影手段を肉眼で視認させないようにす
ることが可能であり、その場合に撮影可能な程度に可視光を透過させることがよい。「撮
影機能を阻害しにくく」としては、例えば「撮影機能を阻害しない」構成が最も望ましい
。
　第２８の手段として、前記第２のカバー体は前記第１の光照射手段及び前記第２の光照
射手段の前面に配置され、前記第１の光照射手段及び前記第２の光照射手段から照射され
る赤外線を透過させることがよい。
　これによって、第１の光照射手段及び第２の光照射手段が視認されないため、車内の撮
影のための光照射手段が発見されずに結果として撮影されていることがわかりにくい。ま
た、第１の光照射手段及び第２の光照射手段を撮影手段の近傍に配置されている場合には
１つの第２のカバー体によって撮影手段とともに一緒に隠すことができるため、コンパク
ト化に貢献する。
【００２３】
　第２９の手段として、前記第２のカバー体を前記撮影手段が搭載されている筐体に対し
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て支持させるようにすることがよい。
　これによって、第２のカバー体を支持するために筐体とは別個の部材が不要となり、筐
体の取り付けと同時に取り付け作業ができるため取り付けの手間が省けることとなる。
　第３０の手段として、前記第２のカバー体は前記筐体に対して相対的に変位可能に保持
され、所定以上の外力が作用しないと変位せずに特定の位置での保持状態が維持されるこ
とがよい。
　つまり、第２のカバー体は筐体に対して例えば、揺動したり回動したりしてその位置を
変えることができるが、同時にある設定した位置で停止できなければならない。そのため
、このように所定以上の外力が作用しないと変位せずに保持状態が維持される構成であれ
ば、別途その位置で固定するための例えばネジ等の手段を必要としないため、一々、その
ネジ等を緩めたり締めたりせずとも自在にかつ簡単に最適な位置に配置することができる
。
　また、この保持力は多少の揺れや自重によって一旦設定した停止位置がずれてしまうこ
とのない程度の保持力であり、かつ所定以上の力で操作することで変位できる程度の保持
力であることがよい。例えば、車両内に配置した場合に車両の振動で位置がずれることの
ない程度の保持力で、一方手で簡単に操作して位置を変えることができる程度であること
がよい。例えば、摩擦力によって保持力を発現させることがよい。
【００２４】
　第３１の手段として、前記筐体側と前記第２のカバー体側との間には自在継ぎ手機構が
構成され、前記第２のカバー体は前記自在継ぎ手機構によって前記筐体に対して相対的に
変位可能とされていることがよい。
　このような機構を設けることで、筐体に対して第２のカバー体を自由な方向に向けるこ
とができ、撮影手段において撮影方向を一定にしても第２のカバー体のみを例えばバック
ミラーや化粧用ミラーに使用するために向きを変更させることができる。
　自在継ぎ手機構は例えば、球体の周囲をその球体と同じカーブの包囲体で包囲するよう
な構成がよい。球体と包囲体は筐体側と第２のカバー体のどちら側になってもよい。包囲
体は球体を包囲するために分割して分割体として構成されていることがよく、その場合に
は前後で２分割しても、左右で２分割しても３分割以上の部材で構成するようにしてもよ
い。また、球体は完全な球でなく球の一部のみで構成されるものであってもよい。
【００２５】
　第３２の手段として、前記自在継ぎ手機構は摩擦によって前記第２のカバー体を前記筐
体に対して所定の保持位置で保持させる保持手段を有することがよい。
　このような構成とすれば、ある位置に保持させるために例えばネジ等の手段を必要とす
ることがなく、一々、ネジ等を緩めずとも自在に最適な向きにすることができるため操作
が楽であり、多少の揺れや自重によって一旦決めた保持位置が狂ってしまうこともない。
この保持力は多少の揺れや自重によって一旦設定した停止位置がずれてしまうことのない
程度の保持力であり、かつ所定以上の力で操作することで変位できる程度の保持力である
ことがよい。例えば、車両内に配置した場合に車両の振動で位置がずれることのない程度
の保持力で、一方手で簡単に操作して位置を変えることができる程度であることがよい。
　摩擦を与える保持手段としては球体の表面に圧力をもって当接する突起状の部材でもよ
く、包囲体自身の素材の滑りにくさ、例えば弾性のあるゴムのような素材で接触面に摩擦
を発生させるようなものでもよい。
　摩擦を与える保持手段は上記の球体を包囲する包囲体の内側に形成することがよい。こ
れによって包囲体で球体を包囲すると同時に自在継ぎ手機構に摩擦を与えることができる
からである。
　包囲体は分割体として構成されていて、その分割体の内側に保持手段が設けられている
場合において、分割体を組み立てて球体を包囲させる際にはその分割体の組み立てに伴っ
て分割体が変形して保持手段を変形に伴って発生する押圧力で球体に押しつける構成がよ
い。これによって分割体を組み立てて自在継ぎ手機構を構築するに伴って第２のカバー体
と筐体との間に摩擦を与えることができる。
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　包囲体は柔軟性と適度な弾性があることがよい。特に包囲体の内側に保持手段が設けら
れている場合には変形させて付勢させて摩擦力を与えることができるからである。固い素
材に柔軟性と適度な弾性を与えるために例えば形状を曲げやすいように変形させることが
よい。例えば、部分的にスリットを形成することがよい。また、素材として柔軟性がある
もの、例えば、ナイロンや弾性のあるゴムのような素材を使用することがよい。
【００２６】
　第３３の手段として、前記筐体は支持部材によって支持される構造であり、前記自在継
ぎ手機構を前記支持部材よりも前方に配置することがよい。
　これによって、第２のカバー体をより前方に張り出すように配置させることができ、筐
体の取り付け面から離間させられるので特に筐体を大きく稼動させた場合に周囲に干渉し
にくくなる。
　また、この第３０～３３の手段から把握できるその他の技術的思想として、筐体を第１
の装置とし、第２のカバー体を第２の装置として、ドライブレコーダや光照射システム以
外の機器に適用することが可能である。
【００２７】
　第３４の手段として、他の電子機器と接続され、前記他の電子機器側の制御手段によっ
て制御されていることがよい。
　これによって独自の制御手段を必要とせず、他の電子機器からの制御によって対象物を
照らし出すことができる。また、撮影手段を備えている場合には他の電子機器からの制御
によって撮影を実行し、撮影した画像を記録することができる。これによって、単独の制
御手段だけで他の電子機器と一緒に制御することができて低コスト化に寄与する。また、
ユーザーは別に設定操作をしなくとも他の電子機器側の設定と同時に設定ができるため、
設定動作が簡略化されるため使いやすい。
　第３５の手段として、前記他の電子機器側の電源部から分岐して給電されることがよい
。
　これによって別個の電源部が不要となって、ユーザーは取り付けの煩わしさが軽減され
る。また、例えば車両では電子機器の給電はシガーライターを使用することが多いが、電
源部が複数あると別個にシガーソケットを用意したり、二股形状の特殊シガーソケットを
用意したりしなければならなくなるがそのような面倒さもない。
【発明の効果】
【００２８】
　上記各請求項の発明によれば、遠方から近方にかけて効率的に照らし出すことができる
光照射システムを提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明にかかる実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラの取り　　
付け用ブラケットを取り外して示す分解斜視図。
【図２】同じ実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラの側面図。
【図３】同じ実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラの分解斜視図。
【図４】カバーパネルの裏面側からの斜視図。
【図５】第１のケース片の裏面側からの斜視図。
【図６】同じ実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラの背面図。
【図７】図６のＡ－Ａ位置における断面図。
【図８】図６のＢ－Ｂ位置における断面図。
【図９】実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラとドライブレコーダの　　
接続関係を説明する模式図。
【図１０】実施の形態のライブレコーダの車室内撮影用カメラとドライブレコーダに　　
関する電気的構成を説明するブロック図。
【図１１】実施の形態のドライブレコーダを使用して撮影した実施例１の撮影画像。
【図１２】実施の形態のドライブレコーダを使用して撮影した実施例２の撮影画像。
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【図１３】実施の形態のドライブレコーダを使用して撮影した実施例３の撮影画像。
【図１４】実施の形態のドライブレコーダの赤外線ＬＥＤを変更して撮影した比較例　　
１の撮影画像。
【図１５】実施の形態のドライブレコーダの赤外線ＬＥＤを変更して撮影した比較例　　
２の撮影画像。
【図１６】同じ実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラにミラー装置を　　
装着した状態の斜視図。
【図１７】ミラー装置の本体の分解斜視図。
【図１８】ミラー装置の固定用リングの斜視図。
【図１９】（ａ）は車室内撮影用カメラにミラー装置の装着方法（あるいは取り外し　　
方法）を説明する側面図、（ｂ）は同じく装着した状態の側面図。
【図２０】ミラー装置を構成する本体と固定用リングの破断側面図。
【図２１】固定用リングの概念を説明する説明図。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明の一実施の形態である車両内部を撮影するためのドライブレコーダを図面
に基づいて説明する。
　まず図１～図８に基づいてドライブレコーダの車室内撮影用カメラの概略構成について
説明する。本実施の形態のドライブレコーダの車室内撮影用カメラ１（以下カメラ１とす
る）は本体ケース２と本体ケース２の外周に取り付けられる支持部材としての吊り下げ用
ブラケット３とから外観が構成されている。尚、以下の説明においては図２の左方を前方
側とし、図６における上方側を上側として説明する。
　本体ケース２は前後一対の第１及び第２のケース片２Ａ、２Ｂを組み合わせて構成され
ている。まず第１のケース片２Ａ側の構成について説明する。
【００３１】
　図３、図５及び図７等に示すように、超耐熱ＡＢＳ樹脂製の第１のケース片２Ａは椀型
形状の外形をなし、外側に凸となるように湾曲して延出された断面円形の外周を有する第
１の椀型部４と、第１の椀型部４の前端よりもわずかに後退した位置に形成された円板形
状体からなる前面プレート５によって基本骨格が形成されている。前面プレート５の中央
には円形のレンズ用透孔５ａが形成されている。レンズ用透孔５ａの周囲であって透孔５
ａの縁から等距離でかつ９０度ずつ変位した位置（透孔５ａを包囲する正方形の角位置）
にはレンズ用透孔５ａよりも小径の円形の４つの小透孔５ｂが形成されている。
　図３及び図７等に示すように、前面プレート５の前面にはごく浅い凹部６が形成されて
いる。凹部６内の下方中央位置には位置決め用の部材として小突片７が形成されている。
図５に示すように、第１のケース片２Ａの内側となる前面プレート５の裏面であって第１
の椀型部４の内側壁面に隣接した位置にはネジ受けとなる３つの円筒形形状のスタッド８
が形成されている。各スタッド８の先端にはネジ孔が形成されている。スタッド８は上方
側の小透孔５ｂの近傍に水平に２つ、下方中央位置に１つそれぞれ１２０度ずつ均等にず
れた位置に配置されている。第１のケース片２Ａの内側であって第１の椀型部４の内側壁
面に隣接した上方中央位置には位置決め用の部材としてスタッド９が形成されている。ス
タッド９の先端には小孔が形成されている。レンズ用透孔５ａの両側にはそれぞれ基板取
り付け用ネジ孔１０が形成されている。
【００３２】
　次に第２のケース片２Ｂ側の構成について説明する。
　図３、図６及び図７等に示すように超耐熱ＡＢＳ樹脂製の第２のケース片２Ｂは外側に
凸となるように湾曲して延出された断面円形の外周を有する第２の椀型部１１と、第２の
椀型部１１の後方から略円筒状に延出された突出壁部１２と、突出壁部１２の後方を塞ぐ
略円形の外形の後面プレート１３によって基本骨格が形成されている。後面プレート１３
には後方に突出する左右一対のブラケット用軸受け１４が形成されている。後面プレート
１３から若干下方にずれた位置にはケーブル用透孔１６が形成されている。後面プレート
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１３の背面のケーブル用透孔１６の上部領域はわずかに凹状に成形された隅丸長方形のラ
ベル貼着面１３ａとされており、カメラ１の型番等の情報が記入されたラベル（図示せず
）が貼着される。
　突出壁部１２から後面プレート１３にかけての外周には周方向において１２０度ずつ均
等にずれた位置に断面半円状に窪んだ３つの案内溝１５が形成されている。図７に示すよ
うに、各案内溝１５は第２の椀型部１１の裏面から前方に突出するスタッド１８の内部空
間に連通されており、各スタッド１８前端には小透孔１９が形成されている。これら第２
のケース片２Ｂ側のスタッド１８は上記第１のケース片２Ａ側のスタッド８と対応関係に
ある。第２のケース片２Ｂの内側であって第２の椀型部１１の内側壁面に隣接した上方中
央位置には位置決め用の部材として小突起２０が形成されている。小突起２０は第１のケ
ース片２Ａ側のスタッド９と対応関係にある。
【００３３】
　一対のブラケット用軸受け１４は中空の突起体であって、その断面の外周形状はアーチ
状に形成されている。ブラケット用軸受け１４の平面に構成された外側面１４ａは突出壁
部１２と一体化したデザインとされている。外側面１４ａには内部空間に連通するノブ用
軸孔１７が開口されている。図６に示すように、ブラケット用軸受け１４は第２のケース
片２Ｂの上下方向において中央位置に両端に配置され、左右のノブ用軸孔１７を結んだ軸
方向が後面プレート１３の直径方向と一致するように配置されている。図３、図７及び図
８に示すように、ブラケット用軸受け１４の内部空間は隔壁２２によって隔てられたナッ
ト収容部２３と逃げ部２４とに分けられている。ナット収容部２３及び逃げ部２４は第２
のケース片２Ｂの前方に向かって開放されている。隔壁２２にはノブ用軸孔１７と中心が
一致する円形の透孔２２ａが形成されている。ナット収容部２３の底位置（後ろ位置）に
は３カ所が１２０度の角度で面取りされた後述するナット６１の六角形状に対応した係合
面２３ａが形成されている。後面プレート１３の内側であってケーブル用透孔１６を挟ん
だ両側にはケーブルホルダー取り付け用のネジ孔が設けられたスタッド２５が形成されて
いる。
【００３４】
　以上のような構成の第１のケース片２Ａと第２のケース片２Ｂはそれぞれ第１の椀型部
４と第２の椀型部１１の端部同士が連結されており、第１のケース片２Ａ側のスタッド８
と第２のケース片２Ｂ側のスタッド１８とが照合された状態でネジ３０によって締結され
て本体ケース２が構成されている。締結の際に、ネジ３０は第２のケース片２Ｂ側の案内
溝１５に案内されながら進出してスタッド１８の小透孔１９を介してスタッド８側のネジ
孔に螺合されることとなる。
　また、第１の椀型部４と第２の椀型部１１の端部は真円形状であるため第１のケース片
２Ａと第２のケース片２Ｂの周方向における正しい相対的な連結位置が分かりにくい。そ
のため、連結の際に第２のケース片２Ｂ側の小突起２０を第１のケース片２Ａ側のスタッ
ド９に係合させることで第１の椀型部４と第２の椀型部１１の周方向の相対的な位置決め
がされている。小突起２０がスタッド９に係合された状態で、対応関係にある第１のケー
ス片２Ａ側のスタッド８と第２のケース片２Ｂ側のスタッド１８とが照合されることとな
る。図１や図２等に示すように、このように第１及び第２のケース片２Ａ、２Ｂが組み合
わされて本体ケース２が構成された状態では第１の椀型部４と第２の椀型部６の接続面が
滑らかに連結されて所定の曲率の球面の一部（球帯形状）が本体ケース２の外周に形成さ
れる。この球帯形状はちょうど第１の椀型部４と第２の椀型部６の接続位置において最も
大径となって前後方向に窄んでいくような曲面となっている。
【００３５】
　次に、本体ケース２内外に配設されるカメラ１の構成部材について説明する。
　図１及び図３に示すように、第１のケース片２Ａの前面プレート５に形成された凹部６
内には可視光領域の光を透過させずに（つまり吸収する）赤外線を透過させる光学特性の
黒色のカバーパネル３３が配設されている。カバーパネル３３は中央にレンズ用透孔５ａ
と同径の円形のレンズ用透孔３３ａが形成されたリング状の板体とされている。カバーパ
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ネル３３の下部位置には位置決め用の部材として小切り欠き３４が形成されている。図４
に示すように、カバーパネル３３の裏面には両面テープからなる貼着面３５が形成されて
いる。カバーパネル３３は貼着面３５によって前面プレート５前面に貼着される。貼着面
３５には４カ所の中抜き部３５ａが形成されている。中抜き部３５ａはテープが配設され
ていない部分であって、カバーパネル３３の光の透過特性を保持させている部分である。
凹部６内にカバーパネル３３を配設する際には凹部６側に形成した小突片７がこの小切り
欠き３４に係合されるようにカバーパネル３３を凹部６内に配置する。このような位置関
係で中抜き部３５ａはちょうど前面プレート５の４つの小透孔５ｂに面した位置に配置さ
れることとなる。
【００３６】
　図３に示すように、本体ケース２内であって第１のケース片２Ａの裏面位置には第１の
基板３７が配設されている。第１の基板３７はネジ３８によって基板取り付け用ネジ孔１
０を介して取着されている。
　第１の基板３７は略８角形の板状体形状とされ、上方側左右二カ所と下端中央位置の一
カ所の計三カ所が切り欠き状に形成されて三点支持部３７ａが形成されている。第１の基
板３７はネジ３８をネジ孔１０に締結する際に３つの三点支持部３７ａがそれぞれ対応す
る第１のケース片２Ａ側のスタッド８の外周に当接する。第１の基板３７の中央には第１
のケース片２Ａのレンズ用透孔５ａよりも若干大径のレンズ用透孔３７ａが形成されてい
る。レンズ用透孔３７ａの周囲には４つの赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂが配設されている
。
　赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂは上記４つの小透孔５ｂに対応する位置に配設されており
、同様にレンズ用透孔３７ａの周囲であって透孔３７ａの縁から等距離でかつ９０度ずつ
変位した位置に配置されている。すなわち、４つの赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂは上方に
水平方向に赤外線ＬＥＤ３９Ａが２つ配置され、そのＬＥＤ３９Ａの真下位置であって水
平方向に赤外線ＬＥＤ３９Ｂが２つ、つまり２行２列の行列の要素の配置位置となるよう
に配置されている。
　赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂは上記第１のケース片２Ａに形成された４つの小透孔５ｂ
に面して配置され、かつ前面プレート５の前面を越えない範囲で近接して（本実施の形態
では前面プレート５の後面から０．４ｍｍ後方まで進出）配置されている。上方側に配置
された２つの赤外線ＬＥＤ３９Ａ（第１のＬＥＤ）は狭い範囲を大きな放射強度で照らす
役割の光源であり、本実施の形態では半値角±１０度のものを使用した。下方側に配置さ
れた２つの赤外線ＬＥＤ３９Ｂ（第２のＬＥＤ）は赤外線ＬＥＤ３９Ａに対して相対的に
広い範囲を相対的に小さな放射強度で照らす役割の光源であり、本実施の形態では半値角
±６０度のものを使用した。赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂは薄暗い室内や夜間における撮
影での補助照明としての役割を果たす。
【００３７】
　図３に示すように、第１の基板３７の後方には第２の基板４０が配設されている。第２
の基板４０は第１のケース片２Ａのスタッド８と第２のケース片２Ｂのスタッド１８の間
に挟持されている。つまり、ネジ３０によって第１のケース片２Ａと第２のケース片２Ｂ
を締結することに伴って両スタッド８、１８が相対的に接近して第２の基板４０は固定さ
れることとなる。
　第２の基板４０は略８角形の板状体形状とされ、コネクタによって第１の基板３７と接
続されている。ている。第２の基板４０の第１の基板３７の上方にはネジ３０の通過を許
容する左右一対の透孔４１が形成されている（図３では手前側のみ図示）。透孔４１の形
成位置は第１の基板３７側の上方に位置した２つの三点支持部３７ａに対応した位置とさ
れている。第２の基板４０の前面にはカメラユニット４２が配設されている。カメラユニ
ット４２は受光素子として例えばＣＣＤ素子やＣＭＯＳ素子を使用した電子カメラであっ
て、可視光～赤外線領域までを感度とする。カメラユニット４２は制御回路等が配設され
たカメラベース４２Ａとレンズ部４２Ｂから構成されている。レンズ部４２Ｂはレンズ群
から構成され画角が１８０度となる広角レンズとされている。
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　本体ケース２内に配置された状態でレンズ部４２Ｂは第１の基板３７のレンズ用透孔３
７ａと第１のケース片２Ａのレンズ用透孔５ａとカバーパネル３３のレンズ用透孔３３ａ
をそれぞれ挿通して図１及び図２等に示すように先端がカバーパネル３３よりも若干前方
に突出する（本実施の形態では赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂ前面から６ｍｍ、カバーパネ
ル３３前面から４．７ｍｍ）。レンズ部４２Ｂにおけるレンズの光軸は照射される赤外線
の指向する正面方向と平行に配置されている。このような進出位置においてレンズ部４２
Ｂの広角レンズは実際には大きな収差が発生するものの２１０度程度までの対象物は撮影
可能である。但し、映像中に本体ケース２（第１のケース片２Ａ）が撮影されないような
進出位置に制限されている。
【００３８】
　図３に示すように、第２の基板４０の後方にはケーブルホルダー４５が配設されている
。ケーブルホルダー４５は横長の野球のホームベース状の外観とされ、合成ゴム製素材で
構成されている。ケーブルホルダー４５の中央には後方に向かって半球状に膨出した係合
突部４７が形成されている。係合突部４７が形成される位置にはケーブル用の透孔４８が
形成されている。透孔４８から下方に向かってスリット４９が形成され、透孔４８の左右
位置にはネジ孔５０が形成されている。ケーブルホルダー４５は係合突部４７がケーブル
用透孔１６に内側から嵌合された状態で第２のケース片２Ｂ側のスタッド２５に対してネ
ジ孔５０を照合させてネジ５１によって固定されている。ケーブルホルダー４５が固定さ
れた状態で第２のケース片２Ｂ側の最後部に形成されているナット収容部２３及び逃げ部
２４の開放された前面位置に配置されることとなり、ナット収容部２３に収納されている
ナット６１の脱落が防止される。ケーブルホルダー４５の透孔４８にはケーブル５３が挿
通されて先端側で第１及び第２の基板３７、４０に接続されている（図３ではケーブル５
３は一部のみ図示されている）。ケーブル５３はスリット４９を押し広げながら透孔４８
位置に配置することが可能となっている。
【００３９】
　次に本体ケース２に取り付けられた吊り下げ用ブラケット３の本体ケース２への取り付
けに関する構成部材について説明する。
　図１に示すように、本体ケース２の第２のケース片２Ｂ側に形成されたブラケット用軸
受け１４には吊り下げ用ブラケット３が取り付けられている。合金製の吊り下げ用ブラケ
ット３は固定部材としての両面テープが貼着される天板部５５と天板部５５の両端から下
垂する下垂板部５６から構成されている。下垂板部５６は略直角三角形状に形成されてい
る。下垂板部５６の先端寄りには取り付け孔５７が形成されている。下垂板部５６は後方
側の肉が削がれるように先細りに形成されているため、取り付け孔５７は天板部５５に対
して前方にオフセットした位置に形成されることとなる。
【００４０】
　このような吊り下げ用ブラケット３は次のように本体ケース２へ取り付けられる。
　吊り下げ用ブラケット３の左右の下垂板部５６は歯付座金５８と平座金５９を介して固
定用ノブ６０によって任意の締め付け度合いで第２のケース片２Ｂに対して相対的に回動
可能に取着される。連結手段としての固定用ノブ６０はつまみ部６０ａとネジ部６０ｂか
ら構成されている。そして、図１のように下垂板部５６の外側面において取り付け孔５７
と照合させるように歯付座金５８と平座金５９を配置し（平座金５９が外側となる）、固
定用ノブ６０のネジ部６０ｂをこれら３つの部材（下垂板部５６、歯付座金５８、平座金
５９）を挿通させて先端をブラケット用軸受け１４の外側面１４ａに形成されたノブ用軸
孔１７内に挿入する。図７及び図８に示すように、ブラケット用軸受け１４内のナット収
容部２３内にはナット６１が係合面２３ａに係合した状態で収容されている。また、ナッ
ト６１はブラケット用軸受け１４の外壁と隔壁２２に挟まれている。そのためナット６１
はスラスト方向及びラジアル方向のいずれの方向に荷重がかかっても移動（変位）するこ
とはない。この状態でつまみ部６０ａを操作してネジ部６０ｂをナット６１に螺合させな
がら進出させることでナット６１との協働作用によって下垂板部５６がつまみ部６０ａと
外側面１４ａとの間にしっかりと挟持されることとなる。左右の固定用ノブ６０の軸心を
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結ぶ直線（つまり吊り下げ用ブラケット３の回動軸）はレンズ部４２Ｂにおけるレンズの
光軸と直交する。
　図２の仮想線で示すように、吊り下げ用ブラケット３は天板部５５が上方に配置されて
いる状態で（図２の仮想線の位置）、天板部５５はブラケット用軸受け１４の位置よりも
後方側に延出されることとなるため本体ケース２の上方への相対的な揺動（図２における
矢印Ｓ方向）の際に天板部５５が邪魔となることがない。また、この状態でつまみ部６０
ａよりも前方側に天板部５５に進出しておらず、天板部５５が水平状態にある場合にその
状態から吊り下げ用ブラケット３が後方に倒伏しても（つまり仮想線状態から実線方向に
揺動しても）常に吊り下げ用ブラケット３は本体ケース２の後方位置に配置されることと
なり、後述するミラー装置７５を装着した場合でもミラー装置７５が干渉しないような十
分な揺動領域を確保することができる。
【００４１】
　図９に示すように、カメラ１は他の電子機器としてカメラ１の親機となる一体型のドラ
イブレコーダ６５にケーブル５３によって接続されている。ドライブレコーダ６５はフロ
ントガラスに取り付けられ、車両の前方外側方向を撮影する。図１０はカメラ１とドライ
ブレコーダ６５に関する電気的構成を説明するブロック図である。尚、本実施の形態とは
直接関係のない構成については図示を省略している。
　ドライブレコーダ６５側では制御手段としてのコントローラＭＣと、電源（ここではシ
ガーライターを使用）から供給される１２Ｖ電源電圧を所定の定電圧に降圧して負荷側（
つまり外部機器）に供給するレギュレータＲが筐体６６内に収納されている。コントロー
ラＭＣには外側用監視カメラユニット６７、Ａ／Ｄコンバータ６８、Ｇセンサ６９、ＳＤ
カードリーダー／ライター７０等がそれぞれ接続されている。また、子機側となるカメラ
１のカメラユニット４２、Ａ／Ｄコンバータ７１、赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂ等がそれ
ぞれ接続されている。また、レギュレータＲからはコントローラＭＣとドライブレコーダ
６５とカメラ１の両方に収容されている外部機器に給電されている。
　コントローラＭＣは周知のＣＰＵやＲＯＭ及びＲＡＭ等のメモリ、タイマ等を備えるマ
イコン等から構成されている。コントローラＭＣの指示によって外側用監視カメラユニッ
ト６７とカメラユニット４２の両方の画像がＡ／Ｄコンバータ６８、７１によってデジタ
ル変換され、ＲＯＭ内のプログラムに基づいて所定の画像処理が実行される。コントロー
ラＭＣは通常の運転時においては取得した画像データを順次ＲＡＭ内に保存しており、Ｒ
ＡＭ内において所定の格納領域がいっぱいになると順次格納領域の先頭に戻って画像デー
タを新たに上書きしていく。そして、Ｇセンサ６９が所定の加速度の値を検出した場合（
つまり、何らかの事故イベントがあったと判断した場合）にはそのイベント前後のタイミ
ングの画像データをＳＤカードリーダー／ライター７０によってＳＤメモリカードに記録
させる。
【００４２】
　以上のように構成されたカメラ１は、ドライブレコーダ６５とともに例えば車両のフロ
ントガラスの内側に装着される。具体的には吊り下げ用ブラケット３の天板部５５を両面
テープによってフロントガラスの内側に貼着させレンズ部４２の光軸が車両内部側を向く
ように本体ケース２を吊り下げ、適宜固定用ノブ６０位置を回動中心として本体ケース２
を揺動させて撮影方向を決定する。
　カメラ１装着位置として最も好ましい位置の一例は助手席正面のフロントガラス上部位
置である。但し、他の位置、例えば運転席と助手席の中間位置のフロントガラス上部位置
としたり、逆にフロントガラス下部位置とすることも自由である。
　撮影方向を設定する際には指向性の強い（つまり狭い範囲のみ明るい）上側の赤外線Ｌ
ＥＤ３９Ａの照射される位置を目標とすることがよい。ユーザーは後部座席に乗客が着座
することを念頭において上側の赤外線ＬＥＤ３９Ａが前部座席のヘッドレストの高さ付近
で運転席と助手席の間に目視される後部座席を目標とする。これは後部座席の乗客の上半
身、特に顔周辺がよく見えるように設定する操作である。レンズ部４２Ｂにおけるレンズ
の光軸はそもそも赤外線ＬＥＤ３９Ａの近傍に配設されているためレンズの光軸も自ずと
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後部座席の乗客の上半身方向となる。
【００４３】
　次に、このように構成されるカメラ１に着脱可能な補助具としてのミラー装置７５につ
いて説明する。
　図１６～図２１に示すように、ミラー装置７５は本体７６と固定用リング７７の２つの
部材から構成されている。本体７６は超耐熱ＡＢＳ樹脂製の一体成形品であって、ミラー
取り付け部７８とミラー取り付け部７８から突出するリング部７９を有している。図１７
に示すように、ミラー取り付け部７８は正面形状として隅丸の長方形形状をなしており、
最前面から若干後退した全周縁には平面に形成されたミラー取り付け用の貼着面７８ａが
形成されている。ミラー取り付け部７８の内部には奥行きの少ない（幅狭の）側壁７８ｂ
と背面壁７８ｃによって浅い皿状の狭い空間が構成されている。背面壁７８ｃの中央位置
にはリング部７９の開口部前端７９ａが露出されている。貼着面７８ａにはミラー部８０
が貼着されている。ミラー部８０はミラー取り付け部７８の外周よりもわずかに小さな相
似形状の外形とされ、透明なガラス製基板の裏面に蒸着処理を行って可視光～赤外線に対
して所定の反射及び透過特性を有するコート層を成膜させている（コート層の透過－反射
特性：入射角：２５°、入射偏光：Ｎ偏光、可視光の平均反射率３８±３％、可視光の平
均透過率２４％、赤外線の平均透過率９３％以上）。つまり、ミラー部８０はマジックミ
ラー（いわゆるハーフミラー）となっており、基本的に可視光を反射して鏡として機能す
るとともに可視光を透過できる。また赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂからの赤外線も透過で
きるためミラー部８０を通して外光や赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂからの赤外線を反射し
た周囲の景色のレンズ部４２Ｂによる撮影が可能となっている。ミラー取り付け部７８は
その後方（車両の前方側）に配置される本体ケース２よりも全体が大きく構成されている
。
【００４４】
　図１８に示すように、リング部７９はその開口部前端７９ａがミラー取り付け部７８の
背面壁７８ｃの中央位置に開口するようにミラー取り付け部７８の後方に突出している。
開口部前端７９は背面壁７８ｃの内面と略面一とされている。開口部前端７９の内径はち
ょうど第１のケース片２Ａの前面の外径と一致する。リング部７９の内周面７６ａは本体
ケース２の第１のケース片２Ａの第１の椀型部４の外周曲面形状に対応するカーブ面形状
とされている。すなわち、内周面７６ａは第１の椀型部４の球帯の外周形状と凹凸関係で
密着できるように、その外周形状と同じ曲率の逆に内側に凹となる曲面で構成されている
。内周面７６ａは後方側が最も広く構成されており前方側ほど狭くなるような窄んだ形状
となっている。そのカーブ形状は図２０の破断図で示すように二次曲線となるカーブで示
される。リング部７９の外周にはネジ用の雌ネジが螺設された複数の（４カ所）スタッド
８１が形成されている。
【００４５】
　固定用リング７７はナイロン製の一体成形品であって、周方向に同幅に形成された無端
ベルト状の環状体とされている。固定用リング７７の外周前端側の縁位置にはネジ穴用の
複数の（４カ所）スタッド８４が形成されている。本体７６と異なる素材を使用している
のはナイロンの柔軟性が高いためである。
　固定用リング７７の内周面７７ａは第２のケース片２Ｂの第２の椀型部１１の外周曲面
形状に対応するカーブ面形状とされている。すなわち、内周面７７ａは第２の椀型部１１
の球帯の外周形状と凹凸関係で密着できるように、その外周形状と同じ曲率の逆に内側に
凹となる曲面で構成されている。内周面７７ａは前方側が最も広く構成されており後方側
ほど狭くなるような窄んだ形状となっている。そのカーブ形状は図２０の破断図で示すよ
うに二次曲線となるカーブで示される。固定用リング７７の内周面７７ａの後端縁寄り位
置には内側に向かってわずかに突出するフランジ状の突起体８３が形成されている。
　固定用リング７７には周方向に沿って所定の均等な間隔で複数の（ここでは各縁側にお
いて６０°間隔で６つ）スリット８５が形成されている。各スリット８５はその切り欠き
領域として縁位置から幅方向に幅全体の半分よりもわずかに進出した位置まで及んでいる
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。前方側の縁位置に形成されたスリット８５群と後方側の縁位置に形成されたスリット８
５群との位相は３０°ずつずれて配置されている。つまり、固定用リング７７の幅方向に
おいて均等な間隔で前後交互となるようにスリット８５が配置されている。このようにス
リット８５が構成されているため、固定用リング７７は周方向において直線的に連続した
領域はない。つまり図２１の矢印で示すように周方向にくねった帯状の構成となる。この
ような構成では、例えば固定用リング７７は前側のスリット８５間Ｐや後側スリット８５
間Ｑのより狭い領域での曲げやすさが発現することとなる。また、隣接するスリット８５
間のこのような周方向の曲げやすさ以外にも、このように多くのスリットを幅方向に深く
切れ込ませることで様々なスリット８５間の方向への曲げやすさが発現することとなるた
め、全体としての外力に対する柔軟性を向上させることができる。また、全体として均等
にスリット８５が配置されているため、全域において均等な柔軟性を与えることができる
。
【００４６】
　このような構成のミラー装置７５は次のようにカメラ１の本体ケース２に取り付けるこ
とが可能となる。尚、取り付け作業の際には一旦、邪魔になる吊り下げ用ブラケット３を
外すか、吊り下げ用ブラケット３の装着をする前にミラー装置７５の取り付け作業をする
必要がある。本体ケース２からのミラー装置７５を取り外す場合も同様である。
　図１９（ａ）に示すように、本体７６を本体ケース２の第１のケース片２Ａの前側から
本体ケース２の後方に導き、固定用リング７７を第２のケース片２Ｂの後側から本体ケー
ス２の前方に導くようにして、両者を互いに接近させ、ネジ８７によって両者のスタッド
８１、８４同士を介して固定する。
　ネジ８７の締め付け動作に伴って、本体７６と固定用リング７７は接近し、本体ケース
２側の第１及び第２の椀型部４、１１の球面部分（以下、本体ケース２側の球面とする）
に接近して包囲していく。このとき、本体７６側のリング部７９の内周面７６ａは最終的
に本体ケース２側の球面に密着できるものの、固定用リング７７側の内周面７７ａには突
起体８３が形成されているためこれが干渉して内周面７７ａ全域が球面に本体ケース２側
に密着することはない。固定用リング７７はネジ８７の締め付けに伴って若干変形して突
起体８３を本体ケース２側の球面に押しつけた状態で自身は変形によって付勢力を与えら
れた状態で本体７６と連結されることとなる。ネジ８７の締め付けが完了して本体７６と
固定用リング７７が完全に連結された状態においては、本体７６の内周面７６ａの全域と
固定用リング７７側の内周面７７ａの多くの領域が本体ケース２側の球面と密着し、かつ
突起体８３が適度な摩擦力を持って本体ケース２側の球面と接することとなる。この状態
で本体ケース２とミラー装置７５との間には自在継ぎ手機構が成立することとなる。連結
された固定用リング７７とリング部７９とは前後方向が窄んでいるため本体ケース２が脱
落することはない。従って、本体ケース２の周囲においてミラー装置７５を適度な位置保
持力を有しながら所定の回動範囲内で自在にその向きを変えることが可能となる。
【００４７】
　図１９（ｂ）に示すように、ネジ８７の締め付けが完了した状態において、固定用リン
グ７７は第２の椀型部１１の外周の球面の全域を包囲するのではなく、後方の突出壁部１
２との間に包囲しない領域が形成される（図１９（ｂ）のＳ部分）。この包囲しない領域
はミラー装置７５を本体ケース２に対して自在に回動させた場合のミラー装置７５の進出
領域となる。また、所定以上に回動させた場合にはミラー装置７５は突出壁部１２に干渉
してそれ以上の回動が阻止されることとなる。つまり、突出壁部１２はミラー装置７５の
必要以上の回動を規制する規制手段となっている。
　また、ネジ８７の締め付けが完了した状態においては、本体ケース２側の前面位置に配
設されているレンズ部４２Ｂはミラー取り付け部７８の内部に形成された空間内において
ミラー部８０背面から若干の距離をおいて配置され、ミラー装置７５の回動範囲内におい
てミラー部８０に接することのないよう配置される。また、本体ケース２はレンズ部４２
Ｂにおけるレンズの光軸と固定用リング７７（又はリング部７９）の中心軸が一致する状
態で第１のケース片２Ａの前面が開口部前端７９と略面一となるように配置される。
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　また、吊り下げ用ブラケット３は直接本体ケース２に取り付けられているため、ミラー
装置７５を回動させても吊り下げ用ブラケット３の回動軸とレンズの光軸の直交関係は維
持される。そして、回動可能な範囲でミラー装置７５のミラー取り付け部７８に正対した
方向（ミラー部８０に正対した位置）からは本体ケース２がその背後に隠されるように配
置されるため、本体ケース２（カメラ１）が目視されることはない。
　また、ミラー装置７５はカメラ１において必須な構成ではないため、使用しなくともカ
メラ１としての機能は十全に発揮できる。
【００４８】
　＜実施例について＞
　以上のような構成において、上記実施の形態のカメラ１を使用して車両内を撮影した結
果（ミラー装置７５は装着していない状態での実施）について実施例として比較例との比
較において以下に説明する。比較例はＬＥＤのみ条件を変えて撮影した。尚、撮影は夜間
であって、赤外線の補助光がない条件での撮影では他の条件が同じであっても映像データ
として暗すぎてしまい写っているものの判別は困難である。
（実施例１）
　上側２つの赤外線ＬＥＤ３９Ａとして半値角±１０度、放射強度５５ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ
(順電流)＝７０ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番ＳＦＨ４６４１）を使用し
、下側２つの赤外線ＬＥＤ３９Ｂとして半値角±６０度、放射強度２０ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ
(順電流)＝１００ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番ＯＳＩ５ＬＡＳ１Ｃ１Ａ
）を使用した。実際の電流値として定格よりも低い１個当たり５０ｍＡとした。レンズの
画角は上記のように１８０度でカメラ１は助手席の正面であってフロントガラスの内側上
部位置に設置し、上記のようにヘッドレストの高さ付近で運転席と助手席の間に目視され
る後部座席の若干運転席寄りを目標とした。撮影においては人の乗車位置を変えた３つの
パターンについてその写り具合を検証した。その結果を図１１に示す。
　図１１では助手席はちょうど設置したカメラ１の正面でかつ近い位置であるため、全体
に鮮明に撮影されている。運転席側は正面からずれているため、助手席ほどではないがカ
メラ１に近い位置での撮影であるため人（運転手）の足まで鮮明に撮影されている。また
、画角が大きいため運転席側の扉まで写っているが、その扉も鮮明に撮影されている。ま
た、後部座席は人（乗客）の顔が十分判別できる程度に鮮明に撮影されている。
【００４９】
（実施例２）
　実施例１と同様に上側２つの赤外線ＬＥＤ３９Ａとして半値角±１０度、放射強度５５
ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ(順電流)＝７０ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番ＳＦＨ４
６４１）を使用し、下側２つの赤外線ＬＥＤ３９Ｂとして半値角±６０度、放射強度２０
ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ(順電流)＝１００ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番ＯＳＩ
５ＬＡＳ１Ｃ１Ａ）を使用した。但し、電流値として１個当たり３０ｍＡとした。赤外線
ＬＥＤの明るさは電流の大きさに比例するため、実施例１よりも全体に照明として暗くな
るが、その分使用電力は実施例１よりも少なくなる。カメラ１の設置条件は実施例１と同
様である。その結果を図１２に示す。
　図１２では前部座席については実施例１と遜色はない。また、後部座席も人（乗客）の
顔が十分判別できる程度に鮮明に撮影されているため、この程度に電流値を小さくするこ
とは問題なく実用領域である。
【００５０】
（実施例３）
　実施例１及び２と同様に上側２つの赤外線ＬＥＤ３９Ａとして半値角±１０度、放射強
度５５ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ(順電流)＝７０ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番Ｓ
ＦＨ４６４１）を使用し、下側２つの赤外線ＬＥＤ３９Ｂとして半値角±６０度、放射強
度２０ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ(順電流)＝１００ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番
ＯＳＩ５ＬＡＳ１Ｃ１Ａ）を使用した。但し、電流値として１個当たり２０ｍＡとした。
カメラ１の設置条件は実施例１と同様である。その結果を図１３に示す。
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　図１３では全体に暗い印象となっており、前部座席については実施例１及び２と比べる
とかなり暗いものの映像としては十分使用範囲である。一方、後部座席は人（乗客）の顔
も若干判別しにくくなっている。但し、若干照射方向が下寄りなのでもう少し上方に変位
させると判別は十分可能と考えられる。実施例３については、上側の赤外線ＬＥＤ３９Ａ
の一方あるいは両方にかける電流値を２５～３０ｍＡ程度まで大きくし、若干暗い前部座
席についてはそのままか、あるいは若干電流値を上げる（例えば下側の赤外線ＬＥＤ３９
Ｂの一方あるいは両方とも電流値を２５ｍＡ程度とする）ことでより実用領域に対応した
ものとすることが可能と考えられる。
【００５１】
（比較例１）
　４つの赤外線ＬＥＤともすべて半値角±６０度、放射強度２０ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ(順電
流)＝１００ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番ＯＳＩ５ＬＡＳ１Ｃ１Ａ）を
使用した。実際の電流値として１個当たり５０ｍＡとした。カメラ１の設置条件は実施例
１と同様である。その結果を図１４に示す。
　図１４では上記実施例１、２と同様に前部座席側は全体に鮮明に撮影されている。しか
し、後部座席は上記実施例３よりも更に暗く写っており、人（乗客）の顔をはっきりと判
別することはできなかった。
（比較例２）
　４つの赤外線ＬＥＤともすべて半値角±１０度、放射強度５５ｍＷ／ｓｒ（ＩＦ(順電
流)＝７０ｍＡ）の素子（ＯＰＴＳＵＰＰＬＹ社製　型番ＳＦＨ４６４１）を使用した。
実際の電流値として１個当たり５０ｍＡとした。カメラ１の設置条件は実施例１と同様で
ある。その結果を図１５に示す。
　上記実施例１～３及び比較例１と比べると前部座席側は全体に暗く、例えば運転席の人
の足はかなり判別が難しかった。一方、後部座席は人（乗客）の顔は若干照射方向が下寄
りとなっているものの十分な明るさであるため判別可能であった。
【００５２】
　以上のように構成することで、本実施の形態のカメラ１では次のような効果か奏される
。
（１）上側の赤外線ＬＥＤ３９Ａによって後部座席の狭い範囲を大きな放射強度で照らし
、下側の赤外線ＬＥＤ３９Ｂによってそれよりも相対的に車内全体の広い範囲を相対的に
小さな放射強度で照らすようにしたため、後部座席は特に照らしたい対象物である後部座
席に座る乗客をスポット的に照らし出すことができ、一方、前部座席側は広い範囲を小さ
な放射強度で照らすものであってもカメラユニット４２に近いため十分に照らし出すこと
ができることとなって効率のよく車内を撮影して記録することができる。上記比較例１の
ようにすべて赤外線ＬＥＤ３９Ａと同じ赤外線ＬＥＤを使用したのでは、あるスポット的
な対象物のみ明瞭に記録できるが車両内全体を判別するには好ましくない。また、比較例
２のようにすべて赤外線ＬＥＤ３９Ｂと同じ赤外線ＬＥＤを使用したのでは車両において
特に判別した対象物である後部座席に座る乗客を判別するには不十分でやはり好ましくな
い。実施例はいずれもそのようなことがなく、運転者や経営者等のユーザーが後から映像
を解析する際に非常に優れた情報源となる。
（２）実施例１と比較例１や２と比べると同じ量の電流を流しているにも関わらず、上記
のように実施例１のほうが前部座席側も明瞭で後部座席の照らしたい対象物も明瞭である
ことがわかる。つまり本実施の形態のカメラ１では消費電力が同じであってもより優れた
映像を得ることができ、ユーザーが利用してより正確な映像解析を行うことができる。
（３）本実施の形態のカメラ１はドライブレコーダ６５に接続され、ドライブレコーダ６
５の筐体６６内のレギュレータＲから分岐して給電されている。そのため、レギュレータ
Ｒは負荷抵抗を考慮すると負荷側に無制限に電力を供給できるわけではない。そのため、
このように２種類の赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂを使用することでそれほど電力を消費し
なくとも必要に足る映像を得ることができる。また、カメラ１はドライブレコーダ６５の
コントローラＭＣによって制御されているため、処理量が１つのカメラだけの場合に比べ
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てコントローラＭＣの負荷は大きくなる。その結果、筐体６６内の温度がどうしても上昇
する傾向となる。そのためレギュレータＲの電力消費を抑制してレギュレータＲの由来の
熱を抑制するという観点からも２種類の赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂを使用することがよ
い。
（４）カメラ部４２Ｂの前端はカバーパネル３３前面から突出しており、画角が１８０度
（実際は１８０度よりも若干広い領域まで見える）であり、広範囲を照らし出す下側の赤
外線ＬＥＤ３９Ａの半値角よりも大きいため、赤外線の及ぶ範囲は確実に映像として捉え
ることができ、判別可能な重要な周辺領域の記録を見逃してしまうような不具合がない。
　一方、カメラ部４２Ｂの前端はカバーパネル３３前面から突出しているため、画角は非
常に大きいものの、赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂは画角の外に配置されることとなる。そ
のため、赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂが映像内に取り込まれることはない。
（５）カメラ１においてレンズ部４２Ｂと赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂとは同じ本体ケー
ス２に搭載され、同じ方向を向いているため、カメラ１を配置する際にそれぞれ別個に調
整する必要がなく、ユーザーの設置作業が簡略化される。
（６）本体ケース２を連結する（組み立てる）際にはスタッド９を小突起２０に係合させ
ることで第１のケース片２Ａと第２のケース片２Ｂを正しい位置で連結することができる
。また、同様に第１のケース片２Ａの前面にカバーパネル３３を装着する際には凹部６内
の小突片７がカバーパネル３３側の小切り欠き３４に係合されるようにすることでカバー
パネル３３正しい位置で装着することができる。また、このように方向性のない円形形状
の部材を組み立てる場合の位置決め機構を設けているため、メーカーにおいて組み立てる
場合やユーザにおいて一旦分解したカメラ１を組み立てる場合に作業が簡略化される。
（７）第２の基板４０はスタッド８、１８によって三点支持されているので、取り付け時
に多少の傾きがあっても四点支持などよりもがたつきにくい。また、第１の基板３７は２
点でネジ３８によって基板取り付け用ネジ孔１０に固定されているが、周囲から支持部と
してのスタッド８によって支えられているためがたつきにくい。
（８）吊り下げ用ブラケット３は本体ケース２から更に後方に張り出した一対のブラケッ
ト用軸受け１４に取り付けられているため、吊り下げ用ブラケット３に対する本体ケース
２の可動範囲（揺動範囲）が広くなっている。また、天板部５５はブラケット用軸受け１
４の位置よりも後方側に延出されることとなるため、これによっても本体ケース２の可動
範囲（揺動範囲）が広くなっている。そのため、ユーザーは本体ケース２を任意の揺動位
置に自在に配置させることが可能となっている。
（９）吊り下げ用ブラケット３は本体ケース２の最大幅（第１のケース片２Ａと第２のケ
ース片２Ｂのちょうど連結位置）よりも内側にある一対のブラケット用軸受け１４を挟む
位置に配置されており、自身も本体ケース２の幅の外方にはみ出すことがない。そのため
、カメラ１全体のコンパクト化に寄与し、ユーザーが特に狭い車両内にカメラ１を設置す
る際に有利となる。
（１０）ラケット用軸受け１４内に配設された固定用ノブ６０を固定するためのナット収
容部２３内においてナット６１は独自に脱落防止手段を備えずに、別用途の部材であるケ
ーブルホルダー４５を取り付ける際に同時に脱落防止がされるようにしている。そのため
部品点数が少なくなって、組み立て工程が減り、結果としてコスト削減となる。ケーブル
ホルダー４５によるナット６１の脱落防止は、ケーブル５３の本体ケース２内への進入位
置を下寄りにしたため実現が可能となっている。ケーブル５３を下寄りとすることで中央
位置にラケット用軸受け１４とナット収容部２３を設ける余裕ができ、ケーブル５３の下
動に伴って同様に下寄りに配置されたケーブルホルダー４５でナット収容部２３を閉鎖す
ることが可能となったからである。
（１１）上側の赤外線ＬＥＤ３９Ａは特に放射強度が大きいため近赤外線の領域がカバー
パネル３３前面から目視されてしまう可能性がある。もしタクシーにカメラ１が設置され
た場合には特に照射方向である乗客がこれに気づく可能性がある。もし、赤外線ＬＥＤ３
９Ａが上記のように水平に配置されておらず、カメラ部４２Ｂを挟んで斜めに配置されて
いるとすると、いかにも不自然に見受けられて乗客にカメラの存在を疑わせる可能性があ
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る。上記カメラ１はごく自然に見える水平方向に２つ赤外線ＬＥＤ３９Ａが配置されてい
るので、そのような可能性は非常に少なくなる。また、上下の上側に赤外線ＬＥＤ３９Ａ
が配置されているため運転者からは見えにくくわずらわしく感じにくい。
【００５３】
（１２）ミラー装置７５によってミラー部８０に正対した方向からの目視ではカメラ１が
完全に隠れるため、カメラ１の存在が車両の乗客からわかりにくくなりカメラ１で撮影さ
れていることに気づかれにくく、カメラ１での撮影を望まない乗客から指摘を受ける可能
性が少なくなる。特に後部座席に着座した場合にはミラー部８０からの距離があってカメ
ラ１が見えないミラー部８０に概ね正対する状態となるため、特に前席以外の後部座席側
の乗客を念頭におく場合にミラー装置７５を装着するとよい。
（１３）自在継ぎ手機構がミラー装置７５とカメラ１との間で（より具体的にはミラー装
置７５側のリング部７９の内周面７６ａ及び固定用リング７７側の内周面７７ａとカメラ
１側の本体ケース２側の球面との間で）構成され、ミラー部８０を自在に回動させること
ができるので、カメラ１の存在を隠すと同時に車内用のバックミラーや化粧用のミラーと
して実際に実用的に使用することが可能となっている。
（１４）自在継ぎ手機構においては突起体８３が適度な摩擦力を持って本体ケース２側の
球面と接し、その摩擦力はミラー装置７５を回動させる際に人の手の力で容易に動かすこ
とが可能な程度のそれほど大きくない保持力であり、一方車両の振動でその位置が容易に
変動してしまうような弱い保持力でもない。そのため、ミラー装置７５を特になんらの保
持状態を解除する操作も必要としないで回動させることができ、特に別個の固定手段がな
くとも任意の回動位置で保持させることができる。
（１５）ミラー装置７５が大きく回動するとレンズの撮影画像内に本体ケース２側が大き
く映り込んでしまうため、回動しすぎないほうがよい。また、ミラー装置７５の回動量が
大きいと角度的にミラー取り付け部７８の背後の本体ケース２が現れてしまう可能性もあ
るため、やはり回動しすぎないほうがよい。そのため、上記ではミラー装置７５は回動量
が規制されてこのようなことが防止されている。本体７６に対して固定用リング７７を分
割して組み立てるようにしているため、本体ケース２に対して簡単な組み立て作業で取り
付けることができる。
（１６）ミラー装置７５側の本体７６に対して固定用リング７７を連結するだけで、固定
用リング７７が柔軟性の高い素材であるナイロンとスリット８５の作用で適度に撓んで突
起体８３を本体ケース２側の球面に適度な摩擦力で押しつけることが可能であるため、こ
のような摩擦力を与えるための組み立て時の操作が軽減される。
（１７）吊り下げ用ブラケット３は本体ケース２から更に後方に張り出した一対のブラケ
ット用軸受け１４に取り付けられており、本体ケース２側への進出が抑制されている。そ
のため、本体ケース２を大きく揺動させた場合でもミラー取り付け部７８が吊り下げ用ブ
ラケット３に干渉しにくくなっている。
【００５４】
　本発明を、以下のように具体化して実施してもよい。
　・上記赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂは各２つずつ計４つであったが、この数と種類は一
例であって例えば更に放射強度や半値角の異なる第３のＬＥＤを備えるようにしてもよく
、また同じＬＥＤの数も２つでなく１つでも３つ以上であってもよい。また、同じ赤外線
ＬＥＤを電流値を変えて放射強度を変更するようにしてもよい。
　・赤外線ＬＥＤは上記ではＬＥＤチップとして第１の基板３７に搭載させていたが、チ
ップではなく通常の砲弾型のＬＥＤでもよい。
　・赤外線ＬＥＤの配置は上記では同じ種類で水平に配置するようにしていたが、水平以
外に斜めに配置したりランダムに配置するようにしてもよい。いずれもレンズ部４２Ｂの
近傍に存在することがよい。
　上記実施の形態ではレンズの光軸と赤外線ＬＥＤ３９Ａ、３９Ｂの赤外線の指向する正
面方向とは平行に配置されていたが、平行でなくともよい。各赤外線ＬＥＤがそれぞれ別
方向を向いていてもよい。
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　・ケーブル５３はＵＳＢケーブルを用いるようにしてもよい。その場合には取り外しが
容易となるため、例えばカメラ１をメインドライブレコーダ６５から取り外してメインド
ライブレコーダ６５のみを使用するようにすることも可能である。
　・カメラ１が独立した制御部（コントローラ）と電源供給部（レギュレータ）を持って
いてもよい
　上記ではカメラ１の動作の始動・停止のための独立した入切スイッチがなかったが、こ
れを設けるようにしてもよい。カメラ１に設けてもメインドライブレコーダ６５に設けて
もよい。
・上記レンズ部４２Ｂの広角レンズは１８０度であったが他の画角でもよい。
・本体ケース２や吊り下げ用ブラケット３の形状は上記以外でもよい。吊り下げ用ブラケ
ット３のケース２への支持位置を変更してもよい。
・上記実施の形態では補助光として赤外線を使用したが、状況に応じて赤外線以外の光、
例えば可視光線や紫外線を使用した光照射システムとしてもよい。
・材質は上記以外の材質で実現するようにしてもよい。その場合に上記の固定用リング７
７のナイロンのように特に変形する部材については特に柔軟性がある材質を使用すること
がよい。
・カバーパネル３３は上記では黒色であったが、特に色は限定されるものではない。白濁
色で構成するようにしてもよい。また、カバーパネル３３は可視光を吸収するだけではな
く反射するものであってもよい。
【００５５】
・他の電子機器に応用してもよい。
・上記では一例としてカメラ１の本体ケース２との間で自在に回動するミラー装置７５に
上記のような自在継ぎ手機構を適用するようにしたが、カメラ１やミラー装置７５以外の
他の第１の装置と第２の装置の間で自在に回動させる際に使用するようにしてもよい。
・上記実施の形態のミラー装置７５では本体７６と固定用リング７７とを前後で２分割し
たが、左右で２分割したり３分割以上の部材で構成するようにしてもよい。
・上記固定用リング７７に形成したスリット８５は一例であって、形状や数は適宜変更可
能である。要はスリット８５を形成することで予定した柔軟性を与えて部材を撓ませるこ
とができればよい。
・柔軟性を与えるためにはスリット８５という形状的な手法以外に、材質を変更すること
も可能である。例えば、固定用リング７７をより柔軟性のある弾性ゴム体で構成すること
も可能である。
・摩擦で回動しにくくするために、上記では固定用リング７７を固定作業と同時に撓ませ
るようにして突起体８３を自在継ぎ手の球体側に押しつけるようにしていたが、固定作業
とは別の操作で突起体８３を自在継ぎ手の球体側に押しつけるような構成でもよい。要は
自在継ぎ手機構において回動を制動するためのなんらか摩擦手段を設けるようにできれば
よい。
・ミラー装置７５の回動規制手段として上記では突出壁部１２がその機能を果たしていた
が、それ以外に別個に規制手段を設けてもよい。
・その他、本発明はその趣旨を逸脱しない範囲において変更した態様で実施することは自
由である。
【符号の説明】
【００５６】
　１…照射システムとしてのドライブレコーダの車室内撮影用カメラ、３９Ａ，３９Ｂ２
…赤外線ＬＥＤ。
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